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a 契約について 単価契約とする。落札者は
速やかに落札価格における内訳書を提出する
こと。

b 手続における交渉の有無 無
c その他 詳細は入札説明資料による。
５ Summary

\ Classification of the products to be pro-

cured : 78

] Subject matter of contract : Conveyance

and incineration of 63 tons of PCB Indus-

trial Waste

^ Delivery limit : From a Contract day to

31 March 2016

_ Delivery place : As shown in the tender

documentation.

` Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tenders are

those who shall :

{ not come under article 73 of Practice

Rules of Contract established by Metro-

politan Expressway Company Limited.

| be able to process and dispose the

waste that is specified in the work speci-

fication using plants awarded in de-

composing a small amount of PCB waste

remaining inside an electric apparatus・
concerning LOW-CONCENTRATION

PCB-CONTAINING WASTED intoxica-

tion treatment under 4.1. Clause 4, Article

15 Waste Disposal Law by Minister of the

Environment, or plants awarded in de-

composing a small amount of PCB re-

maining inside an electric apparatus by

prefectural governor under Waste Dis-

posal Law

} be able to process and dispose the

waste that is specified in the work speci-

fication from a contract start date until

the end of February 2016.

~ be able to demonstrate, by the day of

submission of the letter to express inten-

tion to participate to the tender, that the

operation of process and disposition of

the wastes of this work is likely to be ac-

cepted by the local public government

a The language used for application and

inquiry shall be Japanese

b Time-limit for tender : 16 : 00 3 Febru-

ary 2015

c Contact point for the notice : Atsushi

Yamamoto, General Affairs and Account-

ing Section, East Tokyo Operation Bureau,

Metropolitan Expressway Company Limit-

ed, 43`5 Nihonbashi-Hakozaki-cho, Chuo-

ku, Tokyo 103`0015, Japan TEL 03`

5640`4817

入札公告の変更

平成 26年 11月 21日
独立行政法人 航海訓練所

理事長 飯田 敏夫
◎調達機関番号 554 ◎所在地番号 14

〇第 58号
１ 掲載日 平成26年９月３日（号外政府調達第
166号）
２ 変更内容 10頁４段目、１]中「�Ａ重油
約110Á ‚Ａ重油 約130Á Ｃ重油 約
60Á」を「�Ａ重油 約140Á ‚Ａ重油 約
120Á Ｃ重油 約60Á」に、11頁２段目、５
^中「�Fuel Oil A 110Á‚Fuel Oil A 130Á,

Fuel Oil C 60 Á」を「�Fuel Oil A 140 Á

‚Fuel Oil A 120 Á, Fuel Oil C 60 Á」にそれ
ぞれ変更します。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
本入札公告に記載の工事は、技術資料を共通化
できる３件の工事を対象に、一括して公告し、審
査を実施する試行工事である。
本件の入札にあたっては、電子入札システムに
おいて３件の工事が別々に案件登録されているの
で、複数の工事に参加を希望する場合は、参加を
希望する工事毎に申請書の提出及び入札が必要で
ある。
平成 26年 11月 21日

支出負担行為担当官
中部地方整備局長 八鍬 隆

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23

〇第１号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名
{ 平成26年度揖斐川白鶏川裏高潮堤防補強
工事（電子入札対象案件）

| 平成26年度木曽川木曽岬川裏高潮堤防補
強工事（電子入札対象案件）

} 平成26年度揖斐川長島伊曽島川裏高潮堤
防補強工事（電子入札対象案件）

^ 工事場所
{ 三重県桑名市長島町白鶏地先
| 三重県桑名郡木曽岬町木曽岬地先
} 三重県桑名市長島町白鶏地先

_ 工事内容
{ 地盤改良工 １式（砂圧入式静的締固め
工 1¶095本）、仮設工 １式

| 地盤改良工 １式（砂圧入式静的締固め
工 968本）、仮設工 １式

} 地盤改良工 １式（砂圧入式静的締固め
工 1¶666本）、仮設工 １式

` 工期
{ 契約締結日の翌日から平成27年11月30日
まで

| 契約締結日の翌日から平成27年11月30日
まで

} 契約締結日の翌日から平成27年12月18日
まで

a 使用する主要な資機材
{ 地盤改良に伴う流動化砂 約5¶000‚

| 地盤改良に伴う流動化砂 約3¶690‚

} 地盤改良に伴う流動化砂 約3¶600‚

b 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律」（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

c 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、企業・技術者の能力等、品質確保
のための体制、その他の施工体制の確保状況
を確認し、施工内容を確実に実現できるかど
うかについて審査し、評価を行う施工体制確
認型総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の試行工事である。

なお、上記取り組みの詳細については、国
土交通省中部地方整備局ホームページアドレ
ス：http://www.cbr.mlit.go.jp/「企業と自治
体」`「入札・契約情報」`「工事」`「総
合評価運用ガイドライン（工事関係）」に記載
されているとおりである。

d 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の対象工事であ
る。

e 本工事は、40歳以下の技術者を主任技術者
又は監理技術者にて配置する場合、工事成績
において評価する「若手技術者登用・育成工
事」の試行である。

Ĉ 本工事において、中間前金払に代わり、既
済部分払を選択した場合には、短い間隔で出
来高に応じた部分払や設計変更協議を実施す
る「出来高部分払方式」を採用する。

D̂ 本工事は、資料の提出、入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。なお、電子
入札システムによりがたいものは、発注者の
承諾を得て紙入札方式に代えることができ
る。

Ê 本工事は、総価契約単価合意方式の対象工
事である。本工事では、受発注者間の双務性
の向上とともに、契約変更等における協議の
円滑化を図るため、契約締結後受発注者間の
協議により総価契約の内訳として単価等を合
意することとする。
なお、本方式の実施にあたっては、「総価契
約単価合意方式実施要領」及び「総価契約単
価合意方式実施要領の解説」（http://www.

cbr.mlit.go.jp/architecture/kensetsugijutsu/

soukakeiyaku/index.htm参照）に基づき行
うものとする。
また、実施方式については、単価等を個別
に合意する方式（以下「単価個別合意方式」
という。）によることとする。なお、協議開始
の日から14日以内に「単価個別合意方式」に
よる協議が整わない場合は、「単価包括合意方
式」にて行うものとする。

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165

号）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
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